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明けましておめでとうございます。
昨年12月に衆議院議員総選挙が行われ、与党が圧勝しました。安倍首相一強の長期
安定政権が続くと言われています。
そうした政治状況の下で、日弁連には、国民・市民の視点に立って、人権擁護・法
曹養成制度改革をはじめとするとする諸課題に積極的に取り組むことが求められてい
ます。ことに、戦後70年の本年、日弁連が果たすべき役割はきわめて大きものと考えます。
日弁連がその役割を十分に果たすためには、立法や政策を担われる国会議員の先生
方や政党との緊密な連携が不可欠です。弁政連の皆様と力を合わせ、日弁連の政策と
活動について広くご理解を得られるよう、しっかり取り組みたいと思います。
本年もよろしくお願い申し上げます。
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政治を動かす・未来を動かす

年頭のごあいさつ

明けましておめでとうござ
います。
昨年12月、衆議院議員選挙

が行われ、国民の民意が示さ
れました。そこでは、わが国
経済のデフレ脱却と経済再生
を願う国民の強い意志が示さ
れたものと思われます。
「法の作り手」である国会
議員の先生方には、その結果
を厳粛に受け止めていただ
き、党派を超えて財政基盤の
確立を視野に入れた10年後、50年後、100年後の歴史
家の評価に耐えうる見事な経済政策の実現を切に願う
ものであります。
平成23年 3 月11日の東日本大震災発生直後に、私は

弁政連理事長に就任し、弁政連を「法の担い手」であ
る弁護士と「法の作り手」である政治家との架け橋と
位置付けて、日弁連の宇都宮健児、山岸憲司、村越進
の各会長のもとで約 4年間活動をしてまいりました
が、各政党におかれましては、弁政連の立場を十分に
理解し、率直な意見交換をしていただきました。その
上で、われわれの意見を真摯に受け止めていただいた
ことに心から感謝いたしております。
司法分野における司法修習生の給費問題、法曹人口

問題、法曹養成制度問題はもとより、国家的問題とし
ての経済財政問題に加え、本年は解釈改憲問題や特定
秘密保護法の施行問題など「法の支配」と「世界平和」
を指導理念とする日弁連にとっては、国民、市民の立
場に立った、迅速、的確な対応が求められる時局が予
想されます。
そこで、この新しい時局に的確に対応するため、こ

の度、私は任期中ではございますが辞任させていただ
き、すべてに精通されている前年度の日弁連会長であ
る山岸憲司さんに新理事長にご就任いただくことにい
たしました。皆様には在任中一致団結してご支持賜り
まして、誠に有り難うございましたと申し上げ、退任
のご挨拶とさせていただきます。

理事長退任のごあいさつ
日本弁護士政治連盟　前理事長　平山　正剛

日本弁護士連合会　会長　村越　進

この初春に新理事長に選
任されました。よろしくお
願い申し上げます。
昨年秋に、中国の全人代
法制工作委員会、最高人民
法院、司法部などの機関を
ACLA（中華全国律師協
会）のお世話により表敬訪
問し変貌する社会を支える
法の整備や司法制度改革に
向けた活動を興味深く見聞
してきました。
ＩＢＡ（国際法曹協会）東京大会における基調講
演で安倍総理は、自ら考える「法の支配」について、
東洋におけるそれを中心に話されました。
スピーチに対する各国の弁護士たちの評価は様々
でしたが、お互いに、自らの意見をぶつけ合い議論
をすることは大切なことだと思います。
世界中で「法の支配」や「法治」が熱く語られ、
私も、「各人が自分の考える『法の支配』を語ろう」
「rule by lawとrule of lawの違いを意識して議論
しよう」などと言ってきました。
人権保障に配慮された内容での立法が実現され、
具体的妥当性と適正手続が担保される中で法の運
用、執行がなされ、最終的には司法の場で的確な救
済が図られる、そのような「法の支配」を常に追い
求めたいと思います。
新年とはいえ、国の内外において時局多端な折
柄、立法、行政、司法がそれぞれの役割と機能を十
全に果せるよう、多くの課題について、立法府、行
政府の皆様、各界の関係者の皆様から忌憚のない意
見交換とご指導をお願いできれば幸いです。
また、長い間陣頭に立って活動いただいた平山正
剛前理事長には、これまでのご労苦に感謝申し上
げ、今後ともご指導を頂きたく、また、多くの先
輩、同僚の皆様には、倍旧のご支援を賜りたく、く
れぐれもよろしくお願い申し上げます。

理事長就任のごあいさつ
日本弁護士政治連盟　理事長　山岸　憲司
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【菊地】　本日司会進行を
務めさせていただきます
菊地裕太郎でございま
す。昨年度日弁連の担当
副会長、また本日は弁政
連の副理事長という立場
で話をおうかがいしま
す。まず特別部会委員を
された小野さんより、法
制審議会・新時代の刑事
司法制度特別部会の生い立ちと歴史、そして結末を
ざっと話していただきます。

【小野】　平成22年 9 月に厚労省の村木さんが無罪と
なり、虚偽の供述調書や検察官による証拠の改ざん
が明らかとなって、世論からも可視化の実現が強く
求められたことから、検察のあり方検討会議が設置
され、平成23年 3 月31日に可視化の具体的なあり方
を十分に検討するべしと提言されました。これを受
けて平成23年 5 月18日の法務大臣諮問で、特別部会
が設置され、刑事法の専門家だけではなく各界の有
識者も相当数加わりました。平成25年 1 月にまとめ

られた時代に即した新たな司法制度の基本構想にし
たがって二つの作業分科会が約10回ずつ開催され、
平成26年 2 月16日にたたき台が、 4月30日には事務
当局試案が提示され、そのうえで平成26年 7 月 9 日
に特別部会で取りまとめられた答申案が 9月18日の
法制審議会で承認されて法務大臣に答申されまし
た。この結果を受けて平成27年の通常国会に法案が
提出される予定で、法案の策定作業に取り掛かって
いるところだと思います。

【菊地】　周防さん、有識者として法制審の委員に異
例にも就任されたわけですが。

【周防】　お話は突然で2011年 4 月、当時の海渡事務
総長からお話を伺いました。一般有識者ということ
で日弁連から委員に推薦したいということでした。
「それでもボクはやってない」という映画を作った
ことが大きかったと思いますけど、法制審議会がど
んなものかも知らなかったし、何をどのようなレベ
ルで話し合う会議なのか皆目見当がつかなかった。
逡巡していたら海渡さんが映画監督として取材する
感覚で参加されたらと仰られて、なるほどと、政府

法制審・刑事司法制度特別
部会の結論を受けて

 司　　会　菊地 裕太郎　本部副理事長

周防 正行 氏
映画監督

法制審議会新時代の
刑事司法制度
特別部会委員

小野 正典 氏
弁護士

法制審議会新時代の
刑事司法制度
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後藤　昭 氏
青山学院大学教授
法制審議会新時代の
刑事司法制度
特別部会委員

小坂井 久 氏
弁護士

法制審議会新時代の
刑事司法制度
特別部会幹事



3
benseiren  news　No.39　平成27年(2015年) 1 月

のこういった会議に参加する機会はそうないだろう
し、映画を作るにあたって現行の刑事司法制度に疑
問を持つことは多かったので、そこは素人なりに自
分が考えていることをこの会議の中で話していこう
と。

【菊地】　小坂井さん、この特別部会が組織され、小
坂井さんも幹事で入ることになった感慨といいます
か感想をお願いします。

【小坂井】　ざくっとした感想を申しますと、不安と
期待が半ばする感じでした。ようやく可視化が法制
審に入ってきたという思いは強かったのですが、不
安はやっぱり委員構成で、26人の委員、幹事が14
人、メンバーを見ていくとなかなか難しい。全過程
の録画録音を言いきってくれる人がどこまでいる
か、期待もありましたが、不安もありましたね。

【菊地】　後藤さんは学者枠ということですが、多く
の学者委員とは一線を画した印象を持ちました。参
加されたときの意気込みや展望は。

【後藤】　意識的に一線を画したわけではありませ
ん。私たちの任務は供述調書に過度に依存した刑事
司法から脱却する案を出すことでした。その重要な
柱として取り調べの可視化はすでに諮問に入ってい
ました。私の言葉で表現すると刑事司法の透明度を
上げるのが新時代に求められていることでした。私
はこの際一気に透明度を高め、録音・録画の一般的
な制度化に止まらず、弁護人の取り調べの立会いを
認める、あるいは伝聞例外を見直して制限する、さ
らには取り調べという法律用語自体を見直すことま
で議論したいと考えていました。同時に、検察の在
り方検討会議の議論に参加した経験から、再び大き
な意見の対立が起きることは予想したので、私の期
待通りになると楽観してはいませんでした。

【菊地】　中身に入っていきますが、小坂井さん、取
り調べの録音・録画制度の対象事件は裁判員裁判対
象事件と検察官の独自捜査事件で、全体の 2％程度
に限られるという最終的な結論に至ったのですが、
この結論に対してどのような意見をお持ちですか。

【小坂井】　結論に関して
言いますと、不十分とい
えば極めて不十分だと思
いますが、対象事件につ
いては警察も含めて原則
全過程録画が法制化され
るのは大きな意義があり
ます。同時に今回の答申
案とともに最高検のいわ
ゆる依命通知が重要で
す。今年の10月に施行されますが可視化の制度化と
セットになって出てきて、より広い範囲で最高検で
やるんだと決めたわけです。部会の議論についてい
うと、40人学級といいますか、誰かが言ったことに
反論しようとしても何順番目にかやっと回ってく
る。そういう意味では言いっ放し、議論が詰みあ
がっていかない。捜査機関側の根強い抵抗というの
が何度も何度も繰り返されました。彼らは彼らで思
惑があり、一定の方向に持って行きたかったと思
う。が、彼らも見えていなかったと思います。結構
いろいろ微妙なところで揺れながらここにたどり着
いたのかなという印象を持っています。

【菊地】　周防さん。ほかの有識者五名の方と特別部
会に今年の 3月 7日から意見書を 3回出されて、相
当なインパクトを与えたと思うのですが。

【周防】　有識者の中でまとまる考えがあれば意見書
として出していこうと。提案されたのは村木さんで
すね。あの40人の議論ですから、小坂井さんが仰ら
れたように言いっ放しの感があって、僕の意見が聞
き入れられる余地はないと思っていました。ですの
で、村木さんのご提案はとてもありがたかったで
す。有識者としてまとまって意見を出せば、同じ意
見であっても個々別々に言うより力を持つだろう
と。ほかの論点では細かい違いがありましたが、録
音・録画については 5人すべてが全事件、全過程が
原則だと一致しました。落としどころを見極めない
と物別れというかこの会議が紛糾するだけになる。
そこで原則的には全事件全過程だがそれを将来的な
見通しとして段階的にやっていくとしたら、第一段
階は裁判員裁判とせめて検察取調べは全事件をやり
ましょうと。僕は何とかして、録音・録画の対象事
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座談会
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件が狭い範囲であっても、法律で、録音・録画は原
則的に全過程でなければならないと決めたかった。
早く法制化しないと警察・検察は自分たちに都合の
良い形で録音・録画をやっていくだろうと。だから
最高検の依命通知のあとは、席を立つ選択肢はなく
なりました。

【菊地】　小野さん、議論過程を見ながら感想なりご
意見を。

【小野】　例外規定については、運用によってかなり
広がりうる事由が入ってしまったのは不満というか
残念なところでしたが、全過程録音録画義務の実現
には今回周防さんがおっしゃった有識者五人の方の
発言が非常に大きかった。ようやくここまで持って
こられたという思いです。また、法務省は依命通知
を出して運用を広げるとして、さらに拡大していき
ますというサインを出してきました。そこまで引き
出した効果はあった。本来は研究者たちも全過程の
拡大へ向けての役割を果たすべきだったと思うので
す。それがなかったのが非常に残念という感じはし
ています。弁護士委員が可視化対象犯罪は狭くて不
十分だからあくまで反対と言ってもあの状況ではそ
れ以上に進んだ答申になる見通しは無く、そういう
意味では日弁連としてはやむを得ない選択をしたと
思います。

【後藤】　警察は最後に仕方なく同意したという印象
です。裁判員裁判だけといっても、殺人事件などの
取り調べがオープンになることに、現場からの抵抗
があったのだろうと思います。警察の側は、捜査官
の裁量による録音録画を法制化したかったのでしょ
う。委員の人数では捜査機関側の意見が多数を占め
ることは予想できますから。ギリギリのところで裁
判員裁判事件の全過程の録音録画を義務づけるとこ
ろまで行ったのは、有識者委員の強い意見の結果で
す。

【菊地】　見直し規定に「施行後一定期間後に録音録
画の実施状況について検討を加え必要があると認め
るときは所要の措置を講ずる」と入っています。一
定期間後の見直しはどういう方向に議論が進むの
か、日弁連も含めて何をしたらいいのか。小野さ

ん、小坂井さん。

【小野】　有識者委員から、将来的に全事件の可視化
の方向性に沿うものであり、それに向けた道筋が一
定以上明確になることで、段階的実施のスタートと
して可視化を実施すること、さらに一定期間経過後
に運用状況の検証を行い、それに基づく見直しの手
続きを具体的に盛り込むという意見が明確に示され
たうえで、検察の録音が恣意的な録音録画ではない
基本構想に基づくものという方向が確認されまし
た。将来的な全事件可視化の方向での見直しだとい
うことが特別部会全体で確認されたことに非常に大
きな意義がある。

【小坂井】　法務省側は総会で見直しについてニュー
トラルですと答えたようです。ただ、小野さんが
おっしゃったように、付帯事項にはっきりと書かれ
ているわけですね。有識者五名の意見を彼らは取り
入れざるをえず、かつ最後の会議の時に村木さんが
確認を求め、仰せの通りですと回答しました。基本
構想と答申を踏まえて客観的なデータに基づいて今
後の運用によって見直すことになったのです。今後
の法案化についての議論はありますが、そのベクト
ル自体は明確だと思います。

【小野】　ただこの点は、国会の附帯決議という方法
もありますので法案の中に盛り込まれるのはなかな
か難しいと思っています。自民党がどう思うかとい
う問題なのですけど、付帯事項は警察も検察も入っ
た特別部会でこういう議論がなされた結果が盛り込
まれていることなので何らかの形で具体的な文言に
する必要があります。

【菊地】　次に通信傍受に関して議論いただきたいと
思います。何故この通信傍受が特別部会で入ってき
たのか、どうなのでしょうか。

【小坂井】　通信傍受は、警察は捜査の手法として何
が何でも拡大したかった。通信傍受の拡大が捜査の
高度化として意味があるのかという議論はあるので
すが、警察が採りたいテーマとしては一貫してい
た。可視化とのバーター論も盛んに議論された時期
があります。日本は盗聴法に対し大反対があって、
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現行法は罪種をしぼり結果的に実施数は年間十数件
レベルで、非常に大雑把に不正確な数字でいえば、
英米と二桁違うし、ドイツ・フランスとは三桁違っ
て、イタリアとは四桁ちがう。非常に議論の難しい
所があります。

【菊地】　当初は会話傍受も入っていたのですよね。
特別部会では弁護士の委員・幹事以外はあまり強い
抵抗をしたという印象を受けなかったのですがその
辺り、周防さんどう感じられましたか。

【周防】　有識者では、反対ということにはならな
かった。僕は本能的に反対なのですけど、論理的に
言えなかった。勉強不足です。ただ、日弁連の反対
意見を聞いていてもその言葉が固定電話の盗聴に対
する反対を言っているような古さがあった。もう時
代が変わっていて、捜査側は振り込め詐欺や児童ポ
ルノとか、通信といっても携帯電話やインターネッ
ト時代の通信について言ってきているのに、反対す
る側は相変わらず憲法を拠り所として同じような反
対の言葉を使い続けている。憲法に依拠するのは当
然としても、もう少し時代に即した言葉で反対しな
いと、多分国民の支持も得られないと思います。

【後藤】　通信傍受を積極
的に広げたいとは思いま
せん。けれども、国際的
にみると日本法が厳しい
のは確かです。かつ、現
状では手間がかかり、通
信事業者に負担をかける
やり方になっています。
そのようにやりにくく
なっているからこそ、や
たらに使われないという効果はあったと思います。
けれども、理論的にそうでなければならないという
説明は難しい。私としては、通信傍受法は元々組織
犯罪対策として作られたので、組織性の要件を何と
かはっきりできないかと考えていました。要綱の作
りでは、そこがまだ広すぎるとは思いますが。会話
傍受については、今回は導入しないことになりまし
たが、将来的また出てくる可能性は高いと思いま
す。これと並んで被告人の証人適格も今回は見送っ

たけれど、どこかで議論が再燃する可能性はありま
す。

【菊地】　可視化と通信傍受の取引、抱き合わせでは
ないかという批判もあった。その中で答申案を日弁
連も含め全会一致ということになった経過を踏まえ
てこの問題をどう考えたらいいのでしょうか。

【小野】　日弁連理事会でも複数の理事から個別採決
をするべきだという意見が出されました。しかし捜
査側もこの案で全体をまとめるとの認識で議論して
きたので、これを個別にばらした場合に録音録画は
裁量実施、あるいは会話傍受が復活するなどの事態
になりかねない。そこでこういう形で何とか全体が
まとまったと思います。通信傍受は確かに範囲が大
分広がりました。先ほど周防さんがおっしゃったよ
うに日弁連は旧態依然の言い方しかできなかったか
もしれません。もともと通信傍受法ではいわゆる補
充性、要するにほかの方法によっては著しく困難で
あるという要件はかかっています。今回新たに広げ
られた罪種については、さらに組織性要件がかけら
れたので、それなりに要件の縛りは盛り込まれた。
なおメールのやり取りなどについてはサーバーその
ものを令状で押さえることが現に通信傍受法によら
ずに行われているので、通信傍受法の対象が拡大し
たからといってどこまで法律として使われるのか、
という気もする。ただし、会話傍受については担当
官の説明を聞いていると、今回は見送られたもの
の、今後、他の機会に検討される可能性があります。

【小坂井】　今まで私自身、一件だけ通信傍受の証拠
開示を受けたことがあります。今後、罪種が増えて
実施されると、弁護実践上も通信傍受の適正さが
テーマになってくると思います。

【菊地】　通信傍受はその実施に大変な費用が掛かる
ようでそれで金を掛けてもどこまでできるのか、通
信技術に追いつけるのかという議論もありましたけ
ど。周防さん「人質司法の打破」も一つのキャッチ
フレーズで取り組んできたのですが、身体不拘束の
原則という刑事法の大原則の認識について、裁判
官・捜査官側・弁護士の委員幹事で現状の認識につ
いて裁判傍聴も体験された中でどんな感想を抱きま
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したか。

【周防】　裁判官には驚きました。自分たちは適切に
判断してやってきている。人質司法なんてない、と
あそこまで堂々と言えるんだと。今まで起きた冤罪
が、人質司法と言われる勾留の実態と深く結びつい
ているとは一切考えないのか、自分たちは公平、公
正にやっていると言うばかりで、裁判官に反省はあ
りません。例えば調書裁判にしてもそうです。警
察・検察のやり方を裁判所が認めてきたから、調書
裁判と言われるような裁判になったんです。でも彼
らはそうは思っていない。勾留して人の自由を奪う
ことへの想像力の無さを指摘したら、想像力ではな
く逮捕・勾留の要件を具体的に確かめて判断してい
ると言われてしまった。本当に何も分かっていな
い。人権を守る最後の砦のはずなのに。

【小野】　身体不拘束の指針はなくなってしまいまし
た。裁量保釈における考慮事情だけになってしまっ
た。中間処分もできなかった。現状に対する裁判所
の認識が180度違っていた。

【後藤】　裁判の現場ではもう少し動きがあって、勾
留の却下率が上がってきています。地方によっては
運用を見直そうという積極的な動きもある中で、裁
判所は、今までのやり方には問題が無いという建前
に拘ってしまった感じがあります。もう少し裁判所
が柔軟になってほしかったです。

【小野】　それは裁判員裁判の時もそうで、今の刑事
裁判に問題はない、だから裁判員裁判は必要ないと
裁判所は考えていたものの、国民の司法参加という
方向でまとまったわけですが、今回はそのような議
論の立て方が難しかった。かつては保釈も早く、広
くされていたし勾留も少なかったが、昭和50年代後
半から60年代にかけて状況が悪化し、今また少し良
くなっている。今僕が担当している詐欺事件でも罪
を認めた共犯者はすぐ保釈され、争っている数人は
勾留が半年以上になっている。現場は変わっていな
い。

【菊地】　小坂井さん、全面証拠開示ということで日
弁連も頑張ったのですが、最終的には一覧表、リス

ト開示になった。

【周防】　全面証拠開示で頑張って欲しかった。

【小坂井】　昭和44年4月25日最高裁決定を頼りに細々
とした証拠開示を受けてなんとか無罪を勝ち取ると
いった実務をずっとやってきて、裁判員裁判を契機
にやっと証拠開示の制度ができたという経緯を辿っ
たわけです。周防さんが言われる「弁護士は証拠を
当然に全部見られる」という一般の感覚と業界人の
感覚とでズレがあった。全面証拠開示については
もっと本来日弁連が言うべきところを周防さんから
見たら言えていないのではないかというご批判を受
けたかなと思うのです。公判前整理手続での証拠開
示制度が結構有意義だという感覚があって、これは
自分も反省しなければならない。ただ全面証拠開示
は基本構想段階で落とされました。リスト開示がよ
うやく入った。確かに今回のリスト開示にしても本
当に十分な情報のあるリストになっているのか、ど
こまで手掛かりになるのかはわからない。が、リス
トが開示される意義は大きいですね。今二段階開示
の公判前整理手続で開示を受けても、正直全体の情
報の中のどの部分なのか実はわかっていない。少な
くともリスト開示が出れば全貌が分かりますよね。
現場の実務で弁護人が全面証拠開示を求めていくこ
との基盤となる、そういう実践が今後リスト開示を
梃にしてできるのではないかと思います。

【菊地】　次に移りたいと思いますが、協議合意制度
等司法取引という新たな制度が導入されるというこ
とで、弁護実務に大きな影響を与えるだろうと言わ
れていますが、小野さんこの制度どのように感じて
おられますか。

【小野】　引っ張り込みの危険が大きくなりますが、
現実には取引が行われており、きちんと表に出して
ルール化したという側面はある。これと併せて今回
刑事免責も取り入れて、共犯者供述を得やすくする
制度もできた。共犯者供述によって有罪立証する危
うさが今後絶対に出てくるということを考えなけれ
ばならない。だから私は共犯者供述に補強証拠を要
求すべきだと言ったのですけど、全く少数意見で取
り入れられていないのは残念です。
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【菊地】　弁護実務的には弁護士倫理も含めて非常に
難しい問題というか未知の世界だと思うのですが。

【小野】　仕組みが無けれ
ば「これは利益誘導であ
る、取引をした、だから
信用性がない」と言えま
した。しかし仕組みがで
き、仕組みの中で供述を
得られている時に、信用
性を吟味し否定すること
は難しくなる。また被疑
者はこういう仕組みがあ
ることを房内で情報が飛び交っていて、みないろん
なことを知っているわけです。「こういうのがある
のですね、ぜひ使いたい。俺はあいつのことを知っ
ているんだ。」と言われた弁護士は、本人が刑の減
免を図ろうとしていて、この仕組みで刑が軽くなる
なら使わないわけにはいかない。実際にはその人の
話しが本当なのかどうかは証拠開示がない状態では
全くわからない。本人の言う事だけ聞いて進めるし
かない。結果嘘だったとわかった時に、その弁護人
に何の責任もないのかという問題がある。弁護人は
誠実義務にしたがったのだろうけど本当にそれだけ
でいいのか、弁護活動として難しいことになりそう
だと思いますね。

【小坂井】　弁護人の立場からすると、これは売る側
と売られる側と両方の立場があるわけですよね。売
られる側からすると協議前後の全過程は可視化対象
とすべきだと思います。そう繰り返し言ってきたの
ですけどこれも見事に無視された。ただ、今の依命
通知の別添 2というのがあって、いわゆる参考人が
立証の中核になる場合は可視化すると書いてありま
す。ですから、これは売られる側の立場からすると
そういう参考人はきっちりと可視化しろということ
になります。より難しいのは売る弁護人の立場で
す。弁護人の誠実義務で足りるのか。新たな意味で
真実義務との衝突めいたものが生じうるか。弁護人
が立会って協議して、全く虚偽の取引だとわかった
場合、そこに主体的に立ち会ったはずの弁護人に責
任がないのかという議論はありうる。

【後藤】　弁護士倫理の新しい問題ですね。刑事弁護
人は依頼者の利益を追求するので、ふつう依頼者の
利益と訴追側の利益が対立するわけです。しかし、
この協議・合意では依頼者以外の第三者の利益を害
するかもしれないという問題が起きるので、弁護人
にどんな義務があるのか新しい問題になるでしょ
う。

【周防】　今までは密室で取引があった。例えば引っ
張り込み供述でも、取調官とどいうやりとりがあっ
てそうなったのか分からない。今度は明らかに自分
の利益になるから供述したというのがあらわになる
わけですよ。「裁判官としてもそう簡単に供述の信
用性を認めるわけにはいかない。注意深くなる。」
と会議の中でも裁判官が発言されていた。裁判官
が、協議合意制度があってなされた供述をどう捉え
ていくのか注目しないといけない。

【小野】　確かに審議会の中で裁判官委員は、はっき
りと発言されましたが、いざ現実にこの制度ができ
て実施されたときに本当にどの裁判官もがそう受け
止めるか実は懸念を持っています。ロッキード事件
で嘱託尋問調書を後になって最高裁が証拠能力を否
定したのはわが国には免責制度がないことが主な理
由だった。だから制度がもしあればいいわけです。
今確かに密室で事実上取引らしきことが行われてお
り、そういう場合に引っ張りこまれた側の主張が裁
判所で通るかというと全然通っていないのです。厚
労省事件ではそこは何とか阻止はできたけど、他の
事件ではほとんど通用しない。そのような実情でこ
ういう制度ができるとお墨付きの方に力が働くので
はと心配している。

【菊地】　その他いろいろとございます。全勾留状発
布の事件に関して国選弁護人が実現される。日弁連
としては更に逮捕の段階での国選弁護という主張を
してきたのですが、最終的には全件勾留事件に落ち
着いたのですが、どう評価して今後の課題というの
はどのように考えればいいのか。第四段階の見通し
はついたのかつかなかったのか。

【小野】　第三段階の勾留全件は本来的には実現され
るべきことですし、現にそこは実現できた。しかし
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逮捕段階での国選弁護選任体制は十分ではない。現
在、逮捕の当初からかなり詰まった実のある取り調
べがガンガンなされ、それが録画されているという
状況があり、その間弁護人の助言が全く得られない
まま調べが行われている。今回弁護士会を指定して
弁護人選任を申し出ることができると教示しなけれ
ばいけないことになった。そこで各弁護士会の当番
弁護士制度が多少異なっており、そこを整備して、
当番弁護士をさらに活用するべき課題がある。いず
れにしても一歩進んだと言えます。

【後藤】　憲法34条の保障がある場面、つまり身体拘
束された人なら援助を受けることができるのがある
べき姿だと思います。今回勾留段階までは進みまし
た。後は逮捕のところです。現実には、当番弁護士
があるために憲法的な要求をなんとか満たしている
状態です。このように、弁護士会の自主的な努力に
国が依存している構造を何とかするのが今後の課題
です。国選弁護制度か、当番弁護士の運用を前提と
してそこに国のお金を入れる法律扶助としてするの
か。日弁連としては、その部分を弁護士会の負担で
やっていることをもっと国民に知ってもらって、国
の在り方としてこれで良いのかと問題提起していく
必要があると思います。

【菊地】　最後に 3年の長い数多くの特別部会での議
論をまとめた答申案を、刑事弁護制度の歴史の中で
どう位置づけたらいいのか、これをどう活かしてい
くのかを皆さんそれぞれから思いを込めてお話を頂
きたいと思います。

【周防】　証拠開示の部分
で本当に残念だったのは
再審における証拠開示制
度について全く何の進歩
もなかったことです。袴
田事件のようにあれだけ
証拠隠しが明らかになっ
た事件があるのに、再審
での証拠開示制度を全く
考えないというのはあり
得ない。公判前整理手続に付される事件、つまり裁
判の迅速化のために必要なのだという考え方のもと

での証拠開示の話になっていたわけですよね。証拠
は公共の財産であるということで証拠開示について
もう少し議論できればなというのがものすごく心残
りでした。僕は取り調べの録音・録画についてはあ
の会議の中ではあれがベターなのだと判断しまし
た。申し訳ないけど、あとは弁護士の皆さんに頑
張ってもらうしかない。証拠開示については心残り
というか、何とかしないといけないと思いました。

【後藤】　将来的には、全面証拠開示が目標になると
思います。周防さんがおっしゃったように、今の証
拠開示制度は公判前整理手続に依存しています。ま
ずはこれを一般化して証拠開示請求権を作るのが第
一段階だと思います。その方向では、今回は、公判
前整理手続の請求権を認めるという小さな前進に留
まりました。もう一つは、再審請求の場面での証拠
開示制度を作ることが目指すべき目標だと思いま
す。取り調べの録音・録画については、すでに検察
庁も警察庁も録音・録画の有効性を認識したと思い
ます。現場ではいろいろ抵抗があるとしても、これ
からは盛んに行われる方向に向かうと思います。そ
こでは、「都合のいい部分だけ記録する」という使
い方をどうコントロールするかが重要な問題になり
そうです。裁判所がそれについてどんなな姿勢を取
るのかが注目点です。私は今回の議論で、日本で警
察の反対を乗り越えて新しい制度を作ることがいか
に難しいかを痛感したと同時に、裁判所がその権限
を活用して、するべきことをしてほしいと思いまし
た。

【小野】　日本の刑事司法制度は、従来は刑法にして
も少年法にしても、官側の要請による制度作りや改
変をずっと行なってきました。それに対して弁護士
会が反対してきたという構図が戦後ずっと続いてき
ました。しかし2001年の司法制度改革審議会意見書
以降、変わってきました。この国では 4件の死刑再
審無罪事件が続いた時でさえ、何も変わらなかっ
た。その中で今回の部会が辛うじてではあります
が、こういう結果を出せたのは「よく出来たなぁ」
と思うわけです。日本は国連の人権委員会からいろ
いろ言われても、ちっとも変わらない。「取り調べ
時間が長すぎる」「代用監獄は駄目だ」と言われて
も「これが一番素晴らしいんです」と言い続けてい
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る。今回の特別部会の結果をとっかかりに、一つ一
つ何十年かかるかわからないけど、これからもやっ
ていくしかない。刑事司法だけでなく、他の様々な
領域でも変わっていって、はじめて全体が何とかな
ることだろうと思います。

【小坂井】　まさに「特別部会だからこそここまで来
られた」ということは、法制審議会特別部会を批判
する方々にも認めていただかないといけないと私は
思います。有識者 5名の方たちの意見があり、ここ
まで来た。日本の刑事司法の制度改革というのは並
大抵のことでは動かないということなんです。ただ
今回の可視化問題、証拠開示問題は今後の手がかり
や基盤という意味で言えば大きな意味があると思っ
ています。日弁連は被疑者国選というハード面につ
いては当番弁護士で汗をかいて、ずいぶんな時間を
かけてここまで来た。ただソフト面でこちらから
きっちりと現実に獲得に動いたというのは今回の可
視化以外はなかなかなかったと思います。法制審は
だいたい日弁連が反対意見を述べてガス抜きをしつ
つ官側の意見が通るという歴史を繰り返してきてい
ます。特別部会は新たな歴史を獲得するだけのもの
があった。そう位置づけるべきだと思います。可視
化についても見直し規定がある、同時に依命通知と
いう運用がある。今後現場で弁護士がどれだけ捜査
段階で可視化申入れをして捜査官を説得できるか、

公判の段階で、証拠能力や信用性をきっちり争う
か、そういう活動を可視化記録媒体とセットにしな
がらどこまでやれるか。記録媒体がないこと自体を
信用性の疑いに結びつける、あるいはあったらあっ
たで記録をきっちり見て、どこが誘導でありどこが
誤導でありどこが理詰めであるか、という問題点を
きっちり出していく。そういう活動をどこまででき
るか。そこにかかっていると思う。今後、全事件で
全面的に可視化していくためにも、どこまで活動実
績を踏めるかどうかなんです。私は依命通知が出た
今、それから法律ができて施行されるまでの段階、
それから見直しまでの過程、その各段階での弁護実
践がものすごく重要になってくると思います。日弁
連がちゃんと情報の集約と整理をして、きちんとア
ウトプットしていく、一つ一つの可視化実践の弁護
の質を上げて情報を共有し、見直しに繋げていく。
それを意識的にやっていかないと太刀打ちできない
と思います。これからは弁護人立会をも含めて、実
践をどう組み立てていくか、日弁連は、そういう情
報収集と研修を一丸となって進める時期にきている
と思います。

【菊地】　まだまだ議論は尽きないところですが、紙
面の関係上、この辺で終わらせて戴きます。
本日はありがとうございました。
 （平成26年10月20日　於霞が関弁護士会館）
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Q．法曹から国会議員を目指したきっかけ

Ａ．もともと政治家志望
私は、もともと学生のころから政治家を志望して
いました。政治家へ志望しつつ、社会そして社会的
弱者の立場を知りたいと思い弁護士を志しました。
弁護士登録から 2年と少し経ったころ、偶然にも生
まれ故郷の伊勢崎市議会議員に立候補させていただ
く機会をいただき、市議に当選しました。その後、
市議会活動をしていたところ、自民党群馬県 2区の
支部長が公募されることになりました。その際、私
の周りの市議の皆様が私を支部長に推してくれ、支
部長選挙に当選し、自民党の公認を得ることができ
ました。
その後、2012年、2014年の選挙に自民党公認候補
として出馬し、当選することができました。

Ｑ．法曹資格が議員活動に与える影響

Ａ．法曹資格より地元・国民目線で
国会議員として活動していくにあたり、法曹資格
自体が重要な場面は必ずしも多くないです。強いて
言えば、法務部会に所属して発言することができる
ことくらいでしょうか。私は、国会議員として「弁
護士出身」を強調するよりも、地元出身者又は国民

の代表として地元又は国民目線での政策立案を重視
しています。この点で地方議会議員の経験を積んで
いたことが非常にプラスとなりました。

Ｑ．実現したい政策課題

Ａ．司法制度改革、民法改正
司法制度改革については弁護士の視点、現場の視
点から申し上げたいことが多くあります。現在の法
科大学院というお金と時間がかかる法曹養成制度で
は、一部の有為な人材が法曹に入って来られなく
なってしまっていると思います。真に志があり、能
力を持った人間が法曹の世界に入って来られる司法
制度に変え、より長期的な視点をもって合理的な司
法制度を構築していくべきと考えます。
また、民法改正の議論が始まっています。一番影
響を受ける法曹界こそ、もっと声を挙げていただき
たいと思います。ただでさえ一部の議員のみで議論
がされていますので、弁護士出身議員の立場からし
ても、本当に現場に必要な民法のあり方を議論すべ
きではないかと考えます。

Ｑ．議員になった実感と法曹へのメッセージ

Ａ．目の前の依頼者を大切に
私自身は、途中から政治家に転身してしまったの
ですが、弁護士として常に心がけていたことは、「初
心を忘れないでほしい」、「目の前の依頼者を大切
に、自分に何ができるのかを真剣に考えて、一つ一
つの事件に全力を尽くしてほしい」ということで
す。信頼を一つ一つ積み上げていくことが大事だと
思います。

弁護士議員に聞く

井　野　俊　郎　議員
 衆議院・群馬 2区（自由民主党）
 群馬弁護士会会員

（インタビュアー　企画委員会委員長代行　豊田賢治）

井野議員の地元重視の思考は自由民主党の強さ
の根幹ではないかと感じました。井野議員は、弁
護士出身ということにとらわれず、一方で法曹資
格も一つの武器として、地元視点で国政に対して
率直な意見を述べることのできる有為な政治家と
お見受けしました。 （豊田賢治）
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Ｑ．法曹から国会議員を目指したきっかけ

Ａ． 法の仕組みを変えることで社会に貢献し
たい

33歳の時、「これまでの経験を生かし、より多く
の人の役に立ちたい。」と思い法曹の道を志しまし
た。そして、弁護士として会社の破産や個人再生に
苦しむ人々に直面するなかで、「法の仕組み変える
ことで、より多くの人に貢献できる仕事がした
い。」と考えるようになりました。そんな折、党か
ら候補者の話を頂き、弁護士の経験を活かし、日本
を変えようと決意しました。

Ｑ．法曹資格が議員活動に与える影響

Ａ．国会議員に不可欠な素養を養ったこと
とても役に立っています。例えば、国会議員の素
養として、「憲法の知識と理解」が必要だと考えて
います。私は、法曹資格を通じてこの素養を身につ
けました。また、国会議員には「特定の分野に囚わ
れず、人々の意見を集約する力」が必要ですが、未
知の分野の人から意見を聴取し、法の趣旨から問題
を解決する法曹の思考が、議員活動に活きていま
す。

Ｑ．実現したい政策課題

Ａ．中小企業政策と地方創生
弁護士として中小企業の経営相談を行ってきた経
験から、中小企業政策の充実が必要だと考えていま
す。
また、人口減少社会を踏まえ、各都市の実情に応
じた発展が可能な日本のグランドデザインの策定に
取り組んでいます。例えば、大都市や世界に出る企
業のことを考えるだけではなく、地方の独自性を活
かし、地方が付加価値を生み、ローカル経済圏を発
展させてゆくための政策を実現します。

Ｑ．議員になった実感と法曹へのメッセージ

Ａ．ぜひ政治家に挑戦して欲しいと思います
ぜひ政治家にチャレンジして欲しいと思います。
政治家の役割は、国民の声を集約し、政策に活か
すことです。このミクロとマクロを繋ぐ政治家の役
割に、「弁護士として多様な人々に接して幅広い視
野を獲得した経験」が活きています。ですから、弁
護士の資質は、国会議員の資質にピッタリだと考え
ています。

弁護士議員に聞く

濵　地　雅　一　議員
 衆議院・比例九州（公明党）
 福岡県弁護士会会員

（インタビュアー　企画委員会副委員長　関口慶太）

濵地先生は、早稲田大学卒業後、外資系証券会
社勤務、マンション開発販売会社勤務を経て、33
歳の時に司法試験受験を決意なさりました。濵地
先生は、法曹としての力はもちろん、前職を通じ
て培われた経営感覚・バイタリティーが大きな魅
力の先生です。ぜひ、地方創生と中小企業政策に
果敢に取り組まれ、日本をより明るい国にすべく
御活躍していただきたいと思います。
 （関口慶太）
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朝食懇談会報告

12

自由民主党（2014年10月 7 日）
2014年10月 7 日、自由民主党との朝食懇談会が開催された。自

民党から、保岡興治議員をはじめ16名の国会議員がご出席された。
日弁連及び弁政連からは、村越会長をはじめ28名が出席した。冒
頭、保岡議員は、「法曹の質・量共に重要である。」と語られた。
日弁連から、①災害復興問題と②法曹養成問題について要請が

行われた。国会議員から、「震災特例法について対応が必要であ
る。」、「弁護士の職務は公共性が高い。志に応える法曹養成制度が
必要である。」、「法曹の養成は、日弁連と連携が必要である。」等
の回答をいただいた。 （企画委員会副委員長　関口慶太）

公明党（11月18日）
11月18日、公明党との朝食懇談会が開催された。公明党から、

山口那津男代表をはじめ13名の国会議員がご出席された。日弁連
及び弁政連からは、村越会長をはじめ28名が出席した。冒頭、山
口代表は、結党50年を踏まえ「いっそう国民の声を立法に活かす。」
という強い決意を語られた。
日弁連から、①災害復興問題と②法曹養成問題について要請が

行われた。公明党からは、①震災特例法を延長したい、②法曹の
活動領域拡大と共に修習生の経済的支援に積極的に取り組む旨の
回答があった。 （企画委員会副委員長　関口慶太）

民主党（10月 8 日）
10月 8 日、民主党との朝食懇談会が開催された。民主党から、

横路孝弘元衆議院議長、江田五月元参議院議長をはじめ15名の国
会議員が出席された。日弁連及び弁政連からは、村越会長をはじ
め27名が出席した。
法テラス特例法の延長、東電の和解拒否問題、避難者の仮設住

宅問題を中心とした災害復興問題と司法修習生への経済支援を中
心とした法曹養成問題等について、活発な意見交換が行われ、ま
た、集団的自衛権と消費税増税の問題についても複数の議員から
丁寧な説明がなされるなど、充実した懇談会となった。
 （企画委員会副委員長　野澤　隆）

維新の党（11月 5 日）
11月 5 日に維新の党との朝食会が開催された。維新の党からは、

松野頼久代表代行（国会議員団会長）をはじめ14名の国会議員が
出席され、日弁連・弁政連からは、村越会長をはじめ26名が出席
した。各議員から活発な発言があり、特に法曹養成問題について
は様々な意見が出された。司法修習生の給費制の問題についての
「『金くれ陳情』にしか聞こえない」との指摘には考えさせられる
ところがあった。政策に関しての日弁連の意見（主にいわゆるIR
法案について）は不相当でないかとの発言もあったが、全体とし
ては日弁連及び弁政連との連携を重視してくれていると感じた。
 （企画委員会委員長代行　豊田賢治）

各政党との朝食懇談会報告
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震災復興問題
4つの課題、①復興が未だ途上にあり東日本大震

災の被災者に対するいわゆる震災特例法の有効期限
を 3年間延長すべきこと②原発事故避難者への仮設
住宅等供与の期間更新を 1年よりも長期間とし再避
難や転居にも供与を認める等で帰還選択の不安感を
軽減すべきこと③原発被害者への損害賠償システム
の中核たる原紛センターでの東電の相次ぐ和解案拒
否問題を解消し同センターの円滑・迅速な紛争解決
機能を高めるべく片面的な裁定機能を付与する等の
強化策が必要なこと④災害弔慰金・震災関連死の認
定のばらつきや誤った不認定を解消しさらには今後
の防災対策に生かすべく国が認定例・不認定例の事
例調査を行い、調査結果を公表することが有効なこ
と、について説明した。
 （日本弁護士連合会副会長　内田 正之）

司法修習生の経済的支援
司法試験合格者の減員、法科大学院の改革、予備
試験の在り方など法曹養成制度改革の課題は多い
が、司法修習生等の経済的支援も必要だ。司法修習
生の経済的支援については、法科大学院での奨学金
等の借入金に加え、司法修習においても給費に代わ
る借入をしている者も多く、この経済的な負担が、
法曹志願者の減少の一因となっており、安心して司
法修習に専念できないも環境を作っている。日弁連
は、給費制の復活が最善の策としつつも、安心して
修習しうるための基礎手当、住居手当、通勤手当等
の給付型の修習手当の創設が必要であると考えてお
り、少なくとも、運用による修習生間の経済的な不
均衡を是正するために実費等を支給する緊急措置を
求めている。
 （日本弁護士連合会副会長　神　洋明）

説明に使用したポンチ絵は、弁政連のサイト（http://www.benseiren.jp/）「活動日誌」から御覧いただけます。

各テーマの要点を簡潔にまとめたポンチ絵

日本弁護士連合会からの説明は、以下のとおりです。
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小
林　

鷹
之　

自
民
党　
（
千
葉
2
区
）

小
宮
山
泰
子　

民
主
党　
（
埼
玉
7
区
）

近
藤　

昭
一　

民
主
党　
（
愛
知
3
区
）

今
野　

智
博　

自
民
党　
（
埼
玉
11
区
）

斉
藤　

鉄
夫　

公
明
党　
（
比
例
中
国
）

坂
本　

哲
志　

自
民
党　
（
熊
本
3
区
）

左
藤　
　

章　

自
民
党　
（
大
阪
2
区
）

佐
藤　

茂
樹　

公
明
党　
（
大
阪
3
区
）

佐
藤　

英
道　

公
明
党　
（
比
例
北
海
道
）

志
位　

和
夫　

共
産
党　
（
比
例
南
関
東
）

塩
川　

鉄
也　

共
産
党　
（
比
例
北
関
東
）

塩
崎　

恭
久　

自
民
党　
（
愛
媛
1
区
）

塩
谷　
　

立　

自
民
党　
（
静
岡
8
区
）

階　
　
　

猛　

民
主
党　
（
岩
手
1
区
）

柴
山　

昌
彦　

自
民
党　
（
埼
玉
8
区
）

下
村　

博
文　

自
民
党　
（
東
京
11
区
）

菅　
　

義
偉　

自
民
党　
（
神
奈
川
2
区
）

鈴
木　

貴
子　

民
主
党　
（
北
海
道
7
区
）

園
田　

博
之　

太
陽
の
党　
（
熊
本
4
区
）

平　
　

将
明　

自
民
党　
（
東
京
4
区
）

高
市　

早
苗　

自
民
党　
（
奈
良
2
区
）

高
木
美
智
代　

公
明
党　
（
比
例
東
京
）

高
木　

陽
介　

公
明
党　
（
比
例
東
京
）

高
橋
千
鶴
子　

共
産
党　
（
比
例
東
北
）

竹
内　
　

譲　

公
明
党　
（
比
例
近
畿
）

田
嶋　
　

要　

民
主
党　
（
千
葉
1
区
）

田
中　

和
德　

自
民
党　
（
神
奈
川
10
区
）

棚
橋　

泰
文　

自
民
党　
（
岐
阜
2
区
）

谷　
　

公
一　

自
民
党　
（
兵
庫
5
区
）

谷
垣　

禎
一　

自
民
党　
（
京
都
5
区
）

谷
畑　
　

孝　

維
新
の
党　
（
大
阪
14
区
）

玉
木
雄
一
郎　

民
主
党　
（
香
川
2
区
）

田
村　

憲
久　

自
民
党　
（
三
重
4
区
）

津
島　
　

淳　

自
民
党　
（
青
森
1
区
）

辻
元　

清
美　

民
主
党　
（
大
阪
10
区
）

津
村　

啓
介　

民
主
党　
（
岡
山
2
区
）

寺
田　
　

稔　

自
民
党　
（
広
島
5
区
）

照
屋　

寛
徳　

社
民
党　
（
沖
縄
2
区
）

土
井　
　

亨　

自
民
党　
（
宮
城
1
区
）

遠
山　

清
彦　

公
明
党　
（
比
例
九
州
）

と
か
し
き
な
お
み　

自
民
党　
（
大
阪
7
区
）

富
田　

茂
之　

公
明
党　
（
比
例
南
関
東
）

中
川　

正
春　

民
主
党　
（
三
重
2
区
）

長
島　

忠
美　

自
民
党　
（
新
潟
5
区
）

長
妻　
　

昭　

民
主
党　
（
東
京
7
区
）

中
野　

洋
昌　

公
明
党　
（
兵
庫
8
区
）

中
山　

泰
秀　

自
民
党　
（
大
阪
4
区
）

二
階　

俊
博　

自
民
党　
（
和
歌
山
3
区
）

西
村　

明
宏　

自
民
党　
（
宮
城
3
区
）

西
村
智
奈
美　

民
主
党　
（
新
潟
1
区
）

根
本　
　

匠　

自
民
党　
（
福
島
2
区
）

野
田　

聖
子　

自
民
党　
（
岐
阜
1
区
）

野
田　
　

毅　

自
民
党　
（
熊
本
2
区
）

馳　
　
　

浩　

自
民
党　
（
石
川
1
区
）

鳩
山　

邦
夫　

自
民
党　
（
福
岡
6
区
）

濵
地　

雅
一　

公
明
党　
（
比
例
九
州
）

濱
村　
　

進　

公
明
党　
（
比
例
近
畿
）

原
田　

義
昭　

自
民
党　
（
福
岡
5
区
）

伴
野　
　

豊　

民
主
党　
（
愛
知
8
区
）

平
沢　

勝
栄　

自
民
党　
（
東
京
17
区
）

平
沼　

赳
夫　
次
世
代
の
党　
（
岡
山
3
区
）

平
野　

博
文　

民
主
党　
（
大
阪
11
区
）

福
島　

伸
享　

民
主
党　
（
茨
城
1
区
）

藤
原　
　

崇　

自
民
党　
（
岩
手
4
区
）

古
川　

元
久　

民
主
党　
（
愛
知
2
区
）

古
本
伸
一
郎　

民
主
党　
（
愛
知
11
区
）

古
屋　

範
子　

公
明
党　
（
比
例
南
関
東
）

細
野　

豪
志　

民
主
党　
（
静
岡
5
区
）

前
原　

誠
司　

民
主
党　
（
京
都
2
区
）

牧
原　

秀
樹　

自
民
党　
（
埼
玉
5
区
）

桝
屋　

敬
悟　

公
明
党　
（
比
例
中
国
）

松
浪　

健
太　

維
新
の
党　
（
大
阪
10
区
）

松
野　

頼
久　

維
新
の
党　
（
熊
本
1
区
）

松
原　
　

仁　

民
主
党　
（
東
京
3
区
）

三
ツ
矢
憲
生　

自
民
党　
（
三
重
5
区
）

三
原　

朝
彦　

自
民
党　
（
福
岡
9
区
）

宮
﨑　

政
久　

自
民
党　
（
沖
縄
2
区
）

宮
本　

岳
志　

共
産
党　
（
比
例
近
畿
）

務
台　

俊
介　

自
民
党　
（
長
野
2
区
）

望
月　

義
夫　

自
民
党　
（
静
岡
4
区
）

茂
木　

敏
充　

自
民
党　
（
栃
木
5
区
）

森　
　

英
介　

自
民
党　
（
千
葉
11
区
）

盛
山　

正
仁　

自
民
党　
（
兵
庫
1
区
）

保
岡　

興
治　

自
民
党　
（
鹿
児
島
1
区
）

山
尾
志
桜
理　

民
主
党　
（
愛
知
7
区
）

山
下　

貴
司　

自
民
党　
（
岡
山
2
区
）

山
本　

幸
三　

自
民
党　
（
福
岡
10
区
）

山
本　

有
二　

自
民
党　
（
高
知
2
区
）

柚
木　

道
義　

民
主
党　
（
岡
山
4
区
）

横
路　

孝
弘　

民
主
党　
（
北
海
道
1
区
）

吉
川　
　

元　

社
民
党　
（
大
分
2
区
）

吉
野　

正
芳　

自
民
党　
（
福
島
5
区
）

吉
村　

洋
文　

維
新
の
党　
（
大
阪
4
区
）

若
狭　
　

勝　

自
民
党　
（
比
例
東
京
）

鷲
尾
英
一
郎　

民
主
党　
（
新
潟
2
区
）

渡
辺　
　

周　

民
主
党　
（
静
岡
6
区
）

 

敬
称
略
・
五
十
音
順

第47回総選挙（2014年12月14日施行）

弁政連が推薦し当選された衆議院議員の方々
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徳島支部は、平成22年 4 月に設立された支部で、 5年目を迎えています。
支部の活動として、これまで必ずしも十分な活動はできておりませんが、年に一度の定期総会に合わせ弁護
士会の抱える課題をテーマとして講演会等の記念行事を催しており、これまでには外弁問題、秘密保全法制、
少年法改正など取り上げました。特に、秘密保全法制の講演会の際には、地元選出の国会議員の先生方 3名に
ご出席いただき貴重な意見を賜ることができました。
そして、今年度ですが、「どうなっている　私たちの裁判所　－地域司法の充実を求めて－」というテーマ

で、地元選出の国会議員に加え地方自治体の首長や地方議会議長の方々にも声を掛けて、意見交換会を催しま
した。意見交換会では、県南部と県西部の裁判所各支部に裁判官が常駐していないことが大きな問題であり、
過疎地が置き去りにされないためには地域司法の充実が必要であると言うことが、熱心に議論されました。
今後、弁護士・弁護士会の抱える様々な課題の解決について、地元選出の国会議員の先生方、地方自治体の
首長さん、地方議会議員の先生方らと協力関係を築くことはますます重要になってくると考えられますので、
徳島支部としてはこれらの方々と顔の見える関係を作ることができるよう、積極的に取り組んで行きたいと考
えています。

設立５年目を迎えて
 弁政連徳島支部　事務局長　吉成　務

2014年11月12日、民主党津村啓介衆議院議員（比例中国ブロック（岡山 2区：岡山市の一部、玉野市、瀬戸
内））との懇談会を開催した。津村啓介議員は、民主党青年委員会委員長として若手地方議員や各種団体青年

組織との交流を図る機会を作り、その一環と
して弁政連と民主党青年委員会との定期意見
交換会の開催を主導してきたことから、これ
ら若い世代との意見交換の重要性を強く訴え
かけていた。また、津村啓介議員の年代の議
員の政界における役割論や二大政党制下にお
ける政策の在り方など、分析的な視点でのご
講演を受け、盛会となった。
 （企画委員会副委員長　竹内彰志）

津村啓介議員との朝食懇談会

2014年10月 6 日、国会議員政策担当秘書として活動する法曹有資格者の説明会を、日弁連との共催で開催し
た。日弁連からは田邊 護副会長が出席し、法曹活動領域が広がりつつあることへの期待の挨拶があった。政

策担当秘書経験者として、今井時右衛門氏（65期）、金子春菜氏（65
期）、竹内彰志（63期）が登壇した。政策担当秘書職務経験と弁
護士活動との関係、法曹資格があるからこそ政策担当秘書として
できる活動の内容等が発表された。当日出席した弁護士、司法修
習生からの申出を受け、政策担当秘書希望者の名簿を更新したた
め、今後国会議員事務所からの問い合わせがあった際に紹介でき
る体制がより整う機会となった。
 （企画委員会副委員長　竹内彰志）

第２回国会議員秘書説明会
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支部活動ヘッドライン
　本部広報委員会では、「支部活動ヘッドライン」として、各支部の対外的活動内容を一覧表にして、全国の
弁護士にお知らせしています。支部活動の参考にしていただければ幸いです。

日　　付 支　　部 活　動　内　容

平成26年 9 月 1 日 三　　重 民主党の団体懇親会に出席し、法曹養成問題及び刑事司法改革について陳情した。

平成26年 9 月12日 徳　　島 若手地方議会議員と弁護士との懇談会

平成26年10月 4 日 宮　　崎

　弁政連宮崎県支部政経懇談会（国会議員との朝食懇談会）を午前 8時～午
前 9時30分まで開催した。国会議員 6名（うち、議員本人は、自民党武井俊
輔衆議院議員、自民党長峯誠参議院議員、次世代の党中山成彬衆議院議員の
3名。また、秘書は、自民党上杉光弘衆議院議員、自民党江藤拓衆議院議員、
自民党松下新平参議院議員の 3名）、弁護士は、弁政連宮崎県支部役員 5名、
支部会員 3名、計 8名が出席した。
　国会議員と当支部会員との朝食懇談会は、昨年 6月15日（土）に引き続き、
2回目の試みであったが、昨年は国会議員本人の出席は 1名であったのに対
し、今回は、国会議員本人に 3名出席していただいた。協議の内容は、法曹
人口問題、給費制問題、裁判所の支部問題等について、宮崎県における実状
を踏まえ、活発な意見交換がなされ、かつ、代議士からも国会議員の立場か
らみたざっくばらんで活発な意見が出て、大変有意義な懇談会の場となった。

平成26年10月25日 三　　重
民主党青年局との意見交換会を実施。民主党青年局側から、集団的自衛権の閣
議決定及び特定秘密保護法について意見交換をしたいとの申し入れがあり、実施し
たものである。法曹人口問題についても意見交換をした。

平成26年11月29日 岐　　阜 藤井孝男衆議院議員との懇談会・懇親会

あらためて前理事長の人徳に感謝し、時代を切り拓く新理事長の情熱に期待します。（さいとう）
新年のお慶びを申し上げます。本年が皆様にとりより良い一年でありますよう。（おがわ）
本年も、よろしくお願いいたします。（なぎら）

いよいよ可視化が立法化されるんだと、あらためて実感しました。先輩の皆さま方に感謝しつつ、弁護実践に努めていきたいと思います。
（おぐち）

編集後記

臨時理事会を開催　理事長改選
日本弁護士政治連盟は、2015年 1 月15日、臨時理事会を

開催し、平山正剛理事長の当日付辞任に伴う後任理事長と
して、山岸憲司理事（前日本弁護士連合会会長）を選任し
ました。山岸新理事長の当面の任期は、前理事長の残任期
間である本年 5月の次回定期総会開催の日までです。あわ
せて、出井直樹幹事長の同日付辞任と大貫裕仁副幹事長の
後任幹事長への任命も報告されました。
なお、平山前理事長は、翌16日に開催された常務理事会

において、弁政連顧問に選任されました。

本年 1月15日に幹事長に就任
致しました。私が日弁連事務次長
時代にお仕えした山岸理事長（当
時日弁連会長）に、再びお仕えす
る機会を頂き、身の引き締まる思
いです。昨今の政治状況のめまぐ
るしい動きの中で弁護士会が本来
有している役割をどのように発信
かつ機能させていくか、弁政連の
踏ん張りどころだと思っておりま

す。幹事長としての重責を噛み締めつつ、その職を全
うしたいと思います。宜しくお願い申し上げます。

幹事長就任にあたって 大貫 裕仁

平山理事長のもとで約 2年 8か月幹事長を務め
ました。この間、政権交代、 3回の国政選挙と目ま
ぐるしく動きました。弁政連支部もいくつか新規設
立をみることができました。弁護士会は、人権擁護
団体・政策提言団体であるとともに専門職の業界団
体という側面も持ちます。また何より司法の一翼を
担うという立ち位置があります。政治ともさまざま
な局面でさまざまな関わり方があり、時には難しい
立ち回りを求められることがありますが、今後も弁
護士会と政治の関わりは続いていくと思いますの

で、建設的な関係を築いていければと思っています。今後とも弁政連を
よろしくお願いいたします。ありがとうございました。

幹事長退任にあたって 出井 直樹


